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出典：裁判所ホームページ（https://www.courts.go.jp）の裁判例情報をもとに作成 

事件番号 昭和 44(オ)332  原審裁判所名 仙台高等裁判所 

事件名 借地権不存在確認等請求 原審事件番号 昭和 34(ネ)273 

裁判年月日 昭和 44 年 7 月 24 日 原審裁判年月日 昭和 43 年 12 月 25 日 

法廷名 最高裁判所第一小法廷   

裁判種別 判決   

結果 棄却   

判例集等 集民第 96 号 393 頁   

 

判示事項 従前の土地の一部の賃借権者が権利指定の届出をしたが、区画整理事業の施行

者から仮換地上に使用収益すべき土地の指定がない場合と右賃借権者の仮換地

の使用収益権 

裁判要旨 従前の土地の一部に賃借権を有する者は、右賃借権について権利指定の届出を

した場合であつても、区画整理事業の施行者から仮換地上の使用収益部分の指

定を受けないかぎり、仮換地を現実に使用収益する権限を有しない。 

 

全 文 

主    文 

本件上告を棄却する。 

上告費用は上告人の負担とする。 

理    由 

上告代理人中村慶七の上告理由第一点について。 

所論引用の旧特別都市計画法一四条、土地区画整理法九九条の規定は、所論のように、従前

の土地の所有者が、従前の土地の賃借権に基づいて仮換地（換地予定地）の使用収益をなしう

る旨主張する者を被告として、被告が従前の土地について右賃借権を有しないことの確認を

求める訴を提起することを許さない趣旨のものではないし、また、原判決主文第三項の表示

は、上告人において収去すべき建物と明け渡すべき土地を特定するためのものにすぎず、かか

る特定は仮換地の所在に関する表示によつてしなければならないものではないから、原判決

に所論の違法はない。論旨は、原判決を正解せず、独自の見解に立つてその違法をいうにすぎ

ないもので、採用するに足りない。 

同第二点について。 

従前の土地について賃借権を有するにすぎない者は、施行者から仮換地について使用収益

部分の指定を受けることにより、はじめて当該部分につき現実に使用収益をなしうるに至る

のであつて、その指定を受けない段階においては、仮換地につき現実に使用収益をなしえない

ものというべきであり（昭和三四年（オ）第八四二号同四〇年三月一〇日大法廷判決、民集一

九巻二号三九七頁）、このことは、原判決が確定するように、上告人が特別都市計画法施行令

四五条の規定によりその有する賃借権につき権利指定の届出をしたが、区画整理事業の施行

者である青森県知事から上告人の使用収益しうべき土地の指定がなされていないという事情

がある場合においても、異なるところはないと解すべきである（昭和四二年（オ）第三二六号

同四三年三月一日第二小法廷判決、民集二二巻三号四七三頁参照）。それゆえ、これと同旨に

出て、原判決別紙物件目録記載の建物のうち本件係争地上に存する部分を収去し、その敷地で

ある本件係争地の明渡を求める被上告人の請求を認容すべきものとした原審の判断は正当で
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あつて、原判決に所論の違法はなく、論旨は採用することができない。 

よつて、民訴法四〇一条、九五条、八九条に従い、裁判官全員の一致で、主文のとおり判決

する。 

(裁判長裁判官  大隅健一郎  裁判官  入江俊郎  裁判官  長部謹吾  裁判官  松田二郎  裁

判官  岩田誠) 

 

 

※参考：判例タイムズ 239 号 153 頁、判例時報 566 号 58 頁 

 

 


